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１．は じ め に
EUの共同体イニシアティブの１つである Interregプログラムの主な目的は，EU内の国境を挟む地
域間の市民レベルでの協力関係を発展させ，国境を越えた地域間統合を進めることであるが，Interreg
には国境を接する EU内地域と EU外地域との間の協力関係を促進するという目的も含まれている。
本稿の対象はこの後者のケースに属すフランスとスイスの国境地域における Interregプログラムであ
る。スイス・フランス間の Interregに関しては，バーゼル国境地域あるいはオーバーライン地方とい
うフランス，ドイツ，スイスの３カ国が接する地域に関する伊東（２００３）と八木・若森（２００６）の研
究が存在するが，本稿の対象とする地域に関する研究は存在しない。よって，本稿では，主に Interreg
IIの『事後評価報告書』（LRDP，２００３a，２００３b）と Interreg IIIAの『中間評価』（Evaluanda，２００３）
に依拠して，フランス・スイス間の越境地域間協力の実態を示すことにしたい。なお，本稿が対象と
するケースは，Interregプログラムのうち，国境を挟む地域間の協力事業プログラムであり，これは
歴史的に１９９０～１９９３年の Interreg I，１９９４～１９９９年の Interreg IIAおよび２０００～２００６年の Interreg IIIAへ
と発展してきている。
本稿の対象となる地域の Interregプログラムは，オーバーライン地方と同様に，EU内のフランス
と EU外のスイスとの間の越境地域間協力事業である。対象となる地域は，フランス側ではリヨン
（Lyon）を中心都市にもつローヌ・アルプ（Rhône−Alps）地域（レジョン）の東北部と，ブザンソ
ン（Besançon）を中心都市とするフロンシュ・コンテ（Franche−Comté）地域の東部であり，スイス
側ではバーゼル（Basel）とジュネーヴ（Genève）を結ぶスイス西部のフランス語地域である。よっ
て，この両地域には言語の障害は存在しない。また歴史的には，ジュネーヴはローヌ・アルプ・レ
ジョンのオート・サヴォワ（Haute−Savoie）県との結びつきが強く，ジュネーヴとアンヌマス
（Annemasse）は国境を挟んだ大都市圏を発展させている。さらに労働市場を見れば，両地域の経済
状態を反映していると言えるが，フランス側からスイス側への越境通勤者が多く（約４万人），経済
的結びつきも深いように見える。実際，ピット（２００３）はフランスのトランスボーダー地域の分類に
おいて，ジュネーヴ地域をリール地域と並ぶ「国境を越えた隣接地域間に密接な結びつきをもつ地
域」に分類していた。ただし，Interreg IIの『事後評価報告書』（LRDP，２００３a）によれば，フラン
ス・スイス国境地帯の孤立状態は中程度であるとされており，孤立状態の最も低いオーバーライン地
方やフランス・ベルギー国境地帯ほどの緊密な結びつきはない。しかも，フランス・スイス国境地帯
は北部と南部では地理的・歴史的特性が異なり，ジュネーヴを中心としたレマン地域では地域連携が
比較的緊密であるのに対して，北部のジュラ山脈という自然の障害をもつジュラ地域ではレマン地域
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ほど結びつきは強くない。このような地域的特性を反映して，Interreg IIAプログラムでは，ジュ
ラ・プログラムとローヌ・アルプ・プログラムが別々に実施されてきた。よって以下では，Interreg
対象地域の地域的特性を説明（第２節）した後に，まずは Interreg IIAのジュラ・プログラムとロー
ヌ・アルプ・プログラムを概観して問題点を示す（第３節）。次いで，両プログラムをサブプログラ
ムに包摂した Interreg IIIAフランス・スイス・プログラムのガバナンス上の特徴と問題点を示すこと
にする（第４節）。
２．Interregの対象地域
本稿の対象であるフランスとスイスの国境地帯はジュラ地域とレマン地域という隣接してはいるが
性格の異なる２つの地域をもっている（図１）。北部のジュラ地域は，ジュラ山脈を挟んだ国境地域
であり，フランス側のフロンシュ・コンテ（Franche−Comté）・レジョンの東部諸県－北から南にベ
ルフォール（Territoire de Belfort）県，ドゥー（Doubs）県，ジュラ（Jura）県－と，スイス側のジュ
ネーヴ（Genève）からバーゼル（Basel）に至る諸州－北から南にジュラ（Jura）州，ベルヌ
（Berne）州，ヌシャテル（Neuchâtel）州，ヴォー（Vaud）州－からなっている。また，南部のレマ
ン地域はレマン湖南部の盆地を中心とした国境地域であり，フランス側はローヌ・アルプ（Rhône−
Alpes）・レジョンの東北部の２県－東から西にオート・サヴォワ（Haute−Savoie）県，アン（Ain）
図１：フランス・スイス Interreg IIIA対象地域
（出所）Interreg France−Suisse（www.Interreg3afch.org）
（注）ジュラのフランス側のオート・サオーヌ（Haute−Saône）県，ローヌ・アルプ県
のローヌ（Rhône）県，イゼール（Isère）県，サヴォワ（Savoie）県，及びスイ
スのフリブール州は対象地域に隣接する地域として Interregプログラムに参加で
きる。
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県－と，スイスのレマン湖周囲の３州－東から西へヴァレー（Valais）州，ヴォー（Vaud）州，ジュ
ネーヴ（Genève）州－からなっている。
人口規模からすると，スイスの州（Canton）はフランス側の県（Département）に対応する（表
１）。ところで，Interreg IIA（１９９４～１９９９年）および IIIA（２０００年～２００６年）の対象地域は NUTS III
地域（１５万～８０万人の人口規模の地域）に含まれる地域であった。この NUTS III地域について，EC
委員会の規定したフランスの行政単位は地域（レジョン）であり（Commission des Communautés
Européennes, 2000），Interreg対象地域はレジョンを構成する諸県の中での国境隣接県であった。この
表２：フランスからスイスへの越境通勤者，１９９９年
ス イ ス
合計
ジュネーヴ ヴァレー ヴォー ヌシャテル ベルン ジュラ
?
?
?
?
アン ４，７９８ － １，６５３ － － － ６，４５１
オート・サヴォワ ２２，０２４ ５０６ ３，８２３ － － － ２６，３５３
ドゥー － － ２，７２１ ３，７５５ ４９９ １，３８８ ８，３６３
ジュラ － － １，７９６ ２ － － １，７９８
ベルフォール － － － － ３２ １，１８８ １，２２０
合計 ２６，８２２ ５０６ ９，９９３ ３，７５７ ５３１ ２，５７６ ４４，１８５
（出所）Préfecture de Région Franche−Comté, 2001.
表１：対象地域の経済状態
対象地域 面積 人口 人口密度 失業率 GDP 就業人口
?
?
?
?
レジョン 県 （km２）（千人） （人／km２） （％） （ユーロ） 農業 工業 サービス
フロンシュ・
コンテ
ベルフォール ６０９ １３７ ２２５ １０，０ ２０，８６２ １％ ２８％ ７１％
ドゥー ５，２３４ ４９９ ９５ ９，０ ２３，３８６ ３％ ３２％ ６５％
ジュラ ４，９９９ ２５０ ５０ ７，３ ２０，５７７ ５％ ３４％ ６２％
ローヌ・
アルプ
アン ５，７６２ ５１５ ８９ ６，５ ２０，３７９ ３％ ３４％ ６３％
オート・サヴォワ ４，３８８ ６３１ １４４ ７，０ ２３，８４８ ２％ ３０％ ６８％
?
?
?
州 （フラン）
ジュラ ８３９ ６８ ８１ ４，８ ３７，１４２ １１％ ４１％ ４８％
ヴォー ３，２１２ ６４９ ２００ ４，６ ４９，８５４ ６％ ２１％ ７３％
ヌシャテル ８０３ １６９ ２０９ ４，４ ４２，８２３ ４％ ３７％ ５９％
ベルン ５，９５８ ９６２ １６１ ２，８ ４１，５７０ ９％ ２５％ ６６％
ジュネーヴ ２８２ ４２８ １，４９３ ４，８ ５７，９６１ １％ １６％ ８２％
ヴァレー ５，２２４ ２８３ ５３ ３，４ ３６，９１０ １１％ ２６％ ６３％
（データ）フランス各県のデータは INSEE,Région: Franche−Comté（www.insee.fr/fr/insee_regions/f−comte）および Région
Rhône−Alps（www.insee.fr/fr/insee_regions/rhone−alpes），スイス各州のデータは Office fédéral de la statistique
（www.statistik.admin.ch）から作成。各データの年数は，人口および人口密度はフランス１９９９年，スイス２００３
年；失業率，フランス，スイス共に２００４年；GDP（住民１人当たり GDP）はフランス，スイス共に２０００年
（２０００年の平均為替レートは１ユーロ＝１．５５８スイスフランである）；就業人口はフランス２００３年，スイスが
２００２年である。
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ことは，Interregプログラムの管理運営上，プログラムにレジョンの代表（地域代表であるコンセイ
ユ・レジョナルと，その地域に対する国家代表機関であるプレフェクチュール（Préfecture））が関与
することを意味する。ところが，スイス側には Interreg IIAに参加した時点においてフランスのレ
ジョンに対応する行政単位は存在せず，その後，スイスは１９９７年に２３州１を７つの NUTS III地域
（grandes régions, Grossregionen）に分類した２。そのレジョン１はレマン地域（Région lémanique）で
あって，ジュネーヴ，ヴォー，ヴァレーの３州からなり，レジョン２がミッテルラント地域（Espace
Mittelland）であり，ベルヌ，ジュラ，ヌシャテル，フリブール（Fribourg），ソレール（Soleure）の
５州からなっている（Schoenenberger, Zarin-Nejadan, 2005, p.9−10）。よって，ジュラ地域の Interreg対
象地域はレジョン２から国境隣接州とはいえないソレール州とフリブール州を除いた諸州に，レジョ
ン１のヴォー州を加えた地域になっている。しかし，スイス側のレジョンは行政単位ではなく，EU
基準の統計比較を目的としたものであって，フランスのようにレジョンの代表機関が Interregプログ
ラムの運営に介入するということはない。このように，両国の行政制度上の相違は，後述するよう
に，Interreg事業の管理・運営に関して問題を引起すことになる。
さて，北部のジュラ地域のフランス側はドゥー県の中心都市ブザンソンが存在するものの都市化は
進まず，小県のベルフォールを除けば人口密度も低いが，スイス側は大都市のバーゼル，ローザン
ヌ，ジュネーヴ，ベルヌに近く，フランス側に比べて都市化も進んでいる。この地域の産業として
は，ブザンソンとヌシャテルでマイクロ技術（精密機器，電気機器，エレクトロニクス）が発展し，
またスイスのジュラ周辺地域とフランスのドゥー県北部は伝統的に時計製造と宝石・貴金属加工で有
名な地域である。フランス側のベルフォール～モンベリアール（Montbéliard）～エリクール
（Héricourt）地域は，プジョーのソショー組立工場のあるモンベリアールを中心に機械・金属工業が
盛んであるが，構造的不況地域ともいえる状態であって失業率は高い（表１）。スイス側では，ラ・
ショー・ドゥ・フォン（La Chaux de Fonds）とル・ロークル（Le Locle）が産業の中心地であるが，
モンベリアール地域ほど発展していない。また，フランスとスイスの両地域において乳製品・チーズ
製造，木材・家具が重要な産業となっている。しかし，人口密度の高いベルフォールを除けば，全体
的に都市化が進んでないこともあってこの地域のサービス業は停滞している３。このようなジュラ地
域のフランス側とスイス側は同じフランス語圏であって，地域間連携は容易であるように思われる
が，ジュラ山脈が両地域を隔て，しかも両地域を繋ぐ交通網は南北２２７Kmの山間に２車線の道路が
４本（ベルフォール～ビール（Biel）間，メシュ（Maîche）～ル・ロークル間，ポンタルリエ
１ スイスの２３州のうち３州はそれぞれ２つの準州（demi−canton）に分かれていることから，２６州と数えることもあ
る。
２ スイスのレジョンの地図は Office fédéral de la statistiqueに掲載されている。（http : //www.bfs. admin.ch/content/bfs/portal
/fr/index/regionen/thematische_karten/kartengalerie/raumgliederung/institutionelle_gliederungen.ContentPar.0002.ImageDirect .
Photogallery1.html）。
３ 就業人口に占める第３次産業の割合は全国平均ではフランスが７２，９％，スイスが６９．１％である（ともに２０００年の
データ）。スイス側ではヴォー州の第３次産業の割合が７３％と，ジュネーヴの８２％に次いで高いが，それはヴォー州の
南部がレマン湖に接し，ローザンヌ，モントルー等の都市が存在するからであり，ジュラ地域に属す同じヴォー州の北
部は南部に比べて停滞している。
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（Pontarlier）～フルリエ（Fleurier）間，ポンタルリエ～ヴァロルブ（Vallorbe）間），鉄道が２本
（ブザンソン～ヌシャテル～ベルヌ，ドール（Dole）～ローザンヌ（Lausanne））あるのみであり，
山脈が自然の障害になっている。さらに，歴史的にこの両地域間は相互不信感と対抗意識が強く，交
流は少なかったと言われている（LRDP，２００３b）。しかし，１９９０年代に入ると両地域の経済状態（ス
イス側の高賃金と労働力不足，フランス側の高失業率）を反映してフランス側からスイス側への越境
通勤者が増加し（１９９８年で１万１千人強－表２），そのために交通渋滞が問題になっている。
他方，レマン湖地域は，ジュラ地域とは対照的に国境を挟むジュネーヴとアンヌマス
（Annemasse）が大都市圏を形成し，フランスのオート・サヴォワおよびアン両県から２万７千人が
ジュネーヴ州に越境通勤している（表２）。この大都市圏は，レマン湖北岸のヴヴェ（Vevey），モン
トルー（Montreux），ローザンヌ，ニヨン（Nyon）からなる人口密集地域と，レマン湖南部のジュ
ネーヴとフランス側のアヌシーを結ぶ回廊とアヌシーからクリューズ（Cluses）までのアルヴ
（Arve）渓谷を含むジュネーヴ～アヌシー（Annecy）～アルヴ都市圏と結びついた人口７０万人の大
都市圏であると見做せる。工業について見れば，農産物加工業とマイクロ技術はフランス側とスイス
側に共通して発展しているが，この地域ではスイス側の時計製造，精密機械，グラフィック・アー
ト，化学が世界的に有名であり，輸出も多い。また，ジュネーヴ州の西隣のアン県ジェクス（Gex）
地方，ジュネーヴおよびヴァレー一帯では商業，医療，教育，ホテル，レストラン，保険，コンサル
タント業，銀行等のサービス業が急速に発展している。交通に関しても，この地域はジュラ地域と異
なってフランス側からスイス側に高速道路が整備され（リヨンから A４２－A４０と A４３－A４１の２本が
ジュネーヴに繋がっている），鉄道もフランス（パリ，リヨン）とジュネーヴが TGVで繋がり，
ジュネーヴの国際空港はオート・サヴォワ地方にとっても空の玄関となっている。このように，レマ
ン地域は，フランス語を共通言語にするのみならず，歴史的にはサヴォワ県，オート・サヴォワ県と
ジュネーヴやヴァレー州の西部はサヴォワ公国に属すという共通の歴史をもち，経済的関係も緊密で
ある。このようにオート・サヴォワ県はリヨンを中心都市とするローヌ・アルプ・レジョンに属すと
はいえ，歴史的にも経済的にもリヨンよりもジュネーヴとの関係が強い。ただし，両地域の関係が緊
密なだけに，両国間での法，税制，通貨の違いという問題が際立ち，またオート・サヴォワからの越
境通勤の多さが交通渋滞や公害問題を引き起こしている（表２）４。
以上のように，フランスとスイスの国境地域は，北のジュラ地域と南のレマン地域という，同じフ
ランス語圏とはいえ歴史的，地理的，経済的に性格を異にする地域からなっている。この地域の Interreg
IIAが，ジュラ・プログラムとローヌ・アルプ・プログラムという，それぞれ異なったプログラムと
して展開された理由がここにある。２０００～２００６年の Interreg IIIAでは，両プログラムはフランス・ス
イス・プログラム（Interreg IIIA France−Suisse）に統合され，その２つのサブプログラムとして継続
されている。以下では，Interreg IIAおよび Interreg IIIAの各プログラムの詳細を見ていくことにしよ
う。
４ 公式のデータは存在しないようであるが，スイス側から１９９９年で約１万５千人のスイス人や国際公務員がフランス側
に「移住」するという現象が指摘されている（Préfecture de Région Franche−Comté, 2001）。
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３．フランス・スイス間の Interreg IIA：１９９４～１９９９年
フランスとスイスの国境地域の Interreg Iプログラム（１９９０～１９９３年）においては，ジュラ地域の
プログラムはフランス側の単独事業であり，スイス側が参加するのは Interreg IIプログラム（１９９４～
１９９９年）になってからであった。これに対して，レマン地域ではスイス側が Interreg Iプログラムか
ら参加していた。とはいえ，Interreg IIAの『事後評価報告書』（LRDP，２００３a，２００３b）によれば，
ジュラ地域は Interregプログラム以前には地域間協力が皆無に等しい状態であったが，「トランス
ジュラ会議」（Conférence TransJurassienne）による Interreg事業の「本当の共同選考」を行ない，協力
関係が発展している。これに対して，レマン地域の Inerregプログラムでは，歴史的に両地域間に緊
密な関係があるにしても，両国の行政制度の相違が実施事業の選定やプログラムの管理・運営に悪影
響を及ぼし，両地域間の関係がぎくしゃくしたものになっていたと言われている。よって以下，本節
では，Interreg IIAのジュラ・プログラムおよびローヌ・アルプ・プログラムの実態を説明し，それ
ぞれの問題点を示すことにする。
３．１ ジュラ・プログラム
ジュラ・プログラムは，フロンシュ・コンテ・レジョンのドゥー県，ジュラ県，ベルフォール県
と，スイスのジュラ州，ヴォー州，ヌシャテル州およびベルヌ州による協力事業である。事業数は１１３
であり，総費用が２０００万ユーロであり，そのうち EUからの資金援助額は７００万ユーロ（FSE３８．５万
ユーロ，FEOGA５３．９万ユーロを含む）であった（表３）。なお，２００２年の『事後評価報告書』には示
表３：Interreg IIAにおける FEDER支出からみた諸事業のウエイト（最終値）
孤立状態 生産構造 生活の質 協力関係
ジュラ 交通網 （４．１％） 職能養成＊ （５．５％） 生活環境 （２６．８％） 経済・研究開発
（２９．８％）FEDER６０７．６万ユーロ 地域整備 （２０．３％） 農業支援＊＊（７．７％）
FSE３８．５万ユーロ （技術的支援（５．８％））
FEOGA５３．９万ユーロ
計 ２４．４％ 計 １３．２％ 計 ２６．８％ 計 ３５．６％
ローヌ・アルプ 交通網 （７．３９％） 技術移転（２２．３８％） 観光 （４６．６９％） 地域間交流 （８．３３％）
FEDER４４３．６８万ユーロ 企業間協力（５．７４％） 自然保護 （５．６１％） 共同地域整備（０．５４％）
FSE２６．２７万ユーロ 企業情報 （０．４９％） 環境保護人材育成＊ アクター養成＊
FEOGA９．５８万ユーロ 失業対策＊
農業支援＊＊ 技術的支援 （２．８３％）
計 ７．３９％ 計 ２８．６１％ 計 ５２．３％ 計 ８．８７％
（出所）LRDP（２００３b），ANNEX３D，３Eより作成。
（注）＊は FSE（ヨーロッパ社会基金）による支援，＊＊は FEOGA（ヨーロッパ農業指導保証基金）による支援である。
なお，合計の割合（％）については，ジュラ・プログラムは EU基金全体に占める割合（FEDER，FSE，FEOGA
を含む割合）であるが，ローヌ・アルプ・プログラムでは FEDER（ヨーロッパ地域開発基金）の支出割合になっ
ている。これは，各プログラムに示されたデータの相違によるものである。「技術的支援」とは，事業推進者（オ
ペレーター）に対する支援活動費である。
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されていないが，２００１年の Interreg IIIAの『中間報告書』（Préfecture de Région Franche−Comté, 2001）
によると，スイス側は全１１４事業中（最終報告では１１３）８７事業に参加し，スイス政府は４１６万スイ
ス・フラン（１６６０万フランス・フラン）の財政支援を行なっていた。この額はスイス側での事業総額
１３００万スイス・フランの約３２％に相当する。EUの支援額がフランス・フラン表示で３５８０万フランで
あったから，スイス政府は EU支援額の約４６％相当の資金を投入したことになる。
Interreg IIAは孤立状態の解消，生産構造の改善，生活の質の向上，および協力関係の発展という
４つの主要目標を定めていたが，ジュラ・プログラムは２つの柱（Axe）と７つのテーマを定め，７
テーマを表３のように４つの主要目標に振り分けていた。Axe１は「ジュラ地域が迂回されてしまう
ことを避ける」（全１８事業）というもので，輸送網の改善（７事業）および協調的な地域整備（１１事
業）をテーマとしていた。また Axe２は「フランス・スイス間の国境という障壁を取り除く」（全９５
事業）ことを目的とし，経済・研究開発における協力（２８事業），生活の質の改善（４４事業），職能養
成と雇用に関する協力（１４事業），農業支援（９事業）をテーマとしていた。このうち，経済・研究
開発に関する協力事業においては，研究協力が１８事業，産業協力が３事業，観光開発が７事業となっ
ていた。なお，FEDER（ヨーロッパ地域開発基金）予算は，孤立状態の解消，生活の質の向上，お
よび協力関係の発展という Interreg IIAの３つの目標にほぼ，そして相対的に均等に支出されている
と言える。また，職能養成と雇用に関する協力事業は FSE（ヨーロッパ社会基金），農業支援は FEOGA
（ヨーロッパ農業指導保証基金）の支援事業である。
諸事業の中で相対的に高く評価されている事業は以下のようなものであった。（１）輸送網の改善
についてはスイス側が Interreg予算のインフラストラクチャーへの投資を禁止しているため，新たな
TGV網（ライン～ローヌ線，パリ～ローザンヌおよびベルヌ線），在来線の結合の可能性等の調査研
究が主体であったが，この研究に対してパリ～ローザンヌ～ベルヌ間の TGV網がフランス運輸省に
よって認められ，１９９４～１９９６年に整備された。（２）研究開発の分野における研究センターに対する
地域産業との連携と地域貢献の義務づけ，共同研究の成果をフランス側とスイス側で公平に利用でき
るための所有権に関する２国間協定，マイクロ技術等に関するフランス・スイス共同研究機関 LEA
（Laboratoire Européen Associé）の設立，エネルギー源としての木材の活用に関するフランス・スイ
ス共同研究機関（ITEBE : Institut technique européen du bois énergie）の設立。（３）時計製造業に関す
る CAP（職業修得証）５の制度化。（４）国境地帯の森林火災や緊急事態への対応のための消防署間協
力協定。（５）Interreg事業としてフランス側の国境の村ゴモワン（Gaumoins）が国際的な山岳スポー
ツ（特にカノエ・カヤックのワールド・カップ）の中心地となった。
以上の諸事業の担い手は主に公的機関，すなわちコミューヌ，トランスジュラ会議（CTJ），州，
大学，研究所であったが，ジュラ・プログラムでは有望な事業計画の担い手を見いだすことが困難で
あったことが報告されている（LRDP，２００３b，p．９７）。上記のトランスジュラ会議は，Interreg開始以
前の１９８５年に，ジュラ地域の研究・活動促進を目的にフロンシュ・コンテ・レジョンとスイス側の関
５ CAPは一般には certificat d’aptitude professionelle（職業適性証書）のことであるが，この場合は certificat d’apprentissage
professionelの略である。
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連諸州によって設立されたものであるが，Interreg IIまでは，活動資金もなく，またフランスおよび
スイスの両国政府によって公認された会議でもなかったために，限られた活動しか行なっていなかっ
た。とはいえ，スイス側の Interreg IIAプログラムへの参加が問題になったとき（スイスにおける１９９２
年１２月の EU参加に対する国民投票の直後），スイス側の諸州がこの CTJの存在を根拠に Interregへ
の参加を決定したのである。こうして，CTJと Interreg IIは補完関係をもって機能するようになった
（LRDP，２００３b，p．９５）。
以上のジュラ・プログラムは，フランス・スイス共同運営会議（groupe technique franco−suisse），CTP
（Comité Technique régional de Programmation），およびフォロー委員会（Comité de suivi）という３つ
の機関によって管理運営されていた。フランス・スイス共同運営会議は４州代表，スイス側 CTJの
総書記局，フロンシュ・コンテのコンセイユ・レジョナル，３県のコンセイユ・ジェネラル，および
フロンシュ・コンテの SGAR（Secrétariat Général pour les Affaires Régionales－プレフェクチュールの
地域行政書記局でフランス政府と EUを代表する）で構成されていた。CTPはフランス側の SGAR
の管轄に属し，主に EU資金およびフランス側の公的資金（主に政府とレジョンが供給）の管理運営
を担当していた。この SGARは各県のプレフェの代表者によって構成されていたが，運営上はスイ
ス側 CTJ，SGAR，コンセイユ・レジョナル間の合意を重視していた。そしてフォロー委員会は，議
員，経済界代表，EU代表，DATAR代表，FSE代表，農業省代表，地域当局によって構成されてい
た。
Interreg事業の選定は以下のように行なわれていた。事業計画はフランス側では SGARに，そして
スイス側では CTJまたは州の代理機関に提出される。提出された計画の審査は，フランス側の計画
については SGARが CTJの意見を参考にしながら行ない，スイス側の計画についてはスイス側 CTJ
が行なった。審査結果は CTPに提出され，CTPが各事業計画を Interreg事業として採用するか否か
の決定を行った。採用された事業に対する資金配分とその管理は，フランス側事業に対しては SGAR
が行い，スイス側事業に対しては連邦工芸産業・労働局（OFIAMT : Office fédéral de l’Industrie des Arts
et Métiers et du Travail）６が行なっていた。そして事業の評価は，フォロー委員会が行なった。
以上のいずれの会議・委員会においてもスイスの諸州を代表するスイス側 CTJ，フランス側レジョ
ンにおける政府代表であるプレフェの書記局 SGAR，およびフランス側 CTJとコンセイユ・レジョ
ナルの３者が関与していたが，ここには関係機関間の摩擦や問題点の存在が確認されている
（LRDP，２００３b，p．９５－９６）。第１に，フランス国内におけるレジョン，県および国の間の問題であ
る。レジョンと県の利害関係も必ずしも一致するとは限らないが，国とレジョンの間に利害対立が存
在した。すなわち，レジョンの利益を代表する CTJの計画したジュラ地域の開発事業に関して，資
金の管理者である SGAR（政府の地域代表）は CTJの要求どおりに Interreg資金を配分することを拒
否した。このように，政府側の管理は官僚的であって，地域の要求に必ずしも応えるものではなかっ
た。第２に，スイス側の CTJとフランスの SGARとの間にも摩擦が存在した。すなわち，資金管理
に関してスイス側 CTJは SGARとの共同管理を望んだが，SGARが排他的に資金管理を行なったた
６ 現在の連邦職業教育・技術局 OFFT（Office fédéral de la formation professionelle et de la technologie）である。
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め，両者が「敵対しつつ」，資金の管理運営を分離したまま事業が進められた７。第３に，SGARと CTJ
が事業推進者に対するサポートを行なうことになり，「技術的支援」という項目によって予算措置を
とっていたが，時間的余裕がなく，サポートは行なわれなかった。第４に，事業計画を作成・提出で
きる潜在的な事業計画保持者を鼓舞・支援するアニメーターが存在しなかった（を雇用しなかった）
ために，手続きの複雑さが潜在的事業計画保持者の意欲をそいでしまった。
ジュラ・プログラムは，以上のような Interreg事業の管理運営面での問題を抱えていたのではある
が，前述のように評価された諸事業が進み，『事後評価報告書』はこの事業を通じてフランス側のフ
ロンシュ・コンテ・レジョンとスイス側諸州との間にパートナーシップが確立され，両地域住民間の
交流が進み始めたことを「付加価値」として評価している（LRDP，２００３b，p．９８）。
３．２ ローヌ・アルプ・プログラム
ローヌ・アルプ・プログラムは，ローヌ・アルプ・レジョンのオート・サヴォワ県，アン県と，ス
イスのジュネーヴ州，ヴォー州およびヴァレー州による協力事業である。事業数は８２，総費用１５７０万
ユーロであり，うち EUからの資金援助額は５００万ユーロであった（FSE ２６．６７万ユーロ，
FEOGA ９．５８万ユーロを含む）。なお，２００２年の『事後評価報告書』には示されていないが，２００１年
の Interreg IIIAの『中間報告書』（Préfecture de Région Franche−Comté, 2001）によると，スイス側は全
８２事業中５３事業に参加し，スイス政府は３９３万スイス・フラン（１５７０万フランス・フラン）の財政支
援を行なっていた。この額はスイス側での事業総額１２００万スイス・フランの約３３％に相当する。EU
の支援額がフランス・フラン表示で３３８０万フランであったから，スイス政府はジュラ・プログラムに
対してと同様に EU支援額の約４６％相当の資金を投入したことになる。
このローヌ・アルプ・プログラムの主要目標（Axes）は，フランス側のレジョン及び２県と，ス
イス側の３州の協議に基づいて，以下のように定められた。Axe１は「トランスボーダー地域の整備
のための協力事業を発展させる」（全２１事業）というものであり，地域間交流の促進（７事業），地域
協力アクターの養成（２事業），地域整備のための協力強化（８事業），地域間交通網の改善（４事
業）をテーマとしていた。Axe２は「様々な経済部門における協力・発展に対する支援」（全２２事
業）であり，技術移転・研究協力（１０事業），企業間協力の促進（４事業），企業向け広報活動（２事
業），失業対策・職能養成（３事業），農業支援（３事業）をテーマとしていた。そして Axe３は「ト
ランスボーダー地域の環境保全と資源の活用」（全３９事業）であり，自然資産の管理・活用（６事
業），共同観光・文化開発（３０事業），環境保全と資源の活用のための人材育成（３事業）をテーマと
していた。これらのテーマは，Interreg IIAの４つの主要目標に対して，前掲の表３のように振り分
けられていた。同表の FEDER予算の支出割合からすると，ローヌ・アルプ・プログラムの場合，
FEDERのほぼ８０％が生産構造の改善と，生活の質の向上に属す諸テーマに支出されているという特
徴をもっている。FSEは地域協力アクターの養成，失業対策・職能養成，および環境保全と資源の活
用のための人材育成に関する７事業に対して資金援助を行い，FEOGAは農業支援３事業に支出され
７ スイス側の資金供給額については本節冒頭（P．２９）を参照されたい。
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ている。
評価機関によるローヌ・アルプ・プログラムの実施事業に対する評価は全体的に厳しいが，相対的
に良い評価を与えられた事業は以下である。（１）交通網の整備の分野では，シャモニー
（Chamonix）～ヴァロルシーヌ（Vallorcine）～マルティニー（Martigny）間ルートの安全性を確保
するための事業。（２）技術移転・研究協力の分野においては，フランス・スイス間ベンチマーキン
グ等の事業で，これによって企業や専門家の出会いが組織され，共同 R&D計画，技術移転，事業協
定，販売協定等の協力協定が結ばれた。（３）観光開発面ではレマン湖横断観光ルートの開発，およ
び「ソフト観光（tourisme doux）」８と呼ばれる環境・自然資産・文化遺産の保全を前提とした田舎へ
の観光旅行の開発。（４）失業対策・職能訓練の分野では，失業者の社会参加を促進する対家計サー
ビス業の創出，および女性観光ガイドの養成事業。（５）生活の質の向上の分野では，アルプス地域
の雪崩防止技術の向上，およびレマン湖上の気候変化に関する予知・予報事業によるレマン湖南岸の
警報器５機の更新を伴う警報発令システムの現代化。（６）環境保全分野では，小型梟の生息地の保
護やレマン湖の浮動堰の設置，およびレマン盆地における国境を跨がる河川（アルヴ川とローヌ川）
に関する「河川契約」の締結によって水質の改善，増水・渇水対策，景観維持，河川の形状保全等が
進められるようになったこと。（７）文化面では，原材料史事業，ポルト・デュ・ソレイユ・スキー
場の国境横断コースの設置事業，地域内の町村への劇団の巡回上演を促進する「行商人たちのオペ
レーション（opération colporteurs）」事業。（８）地域間交流の分野では，「黄金の長方形（réctangle
d’or）」事業とアンヌマス駅周辺の開発のための研究。前者はジュネーヴ国際空港を中心としたアン
県のジェクスとジュネーヴ州の国境に隣接するコミューヌからなる地域（ほぼ長方形をしている）の
開発事業であり，フランス・ジュネーヴ地域委員会（GRFG, Comité régional franco−genevois）のイニ
シアティブの下に進められている９。後者はジュネーヴとアンヌマスを結ぶ交通網の整備計画である。
以上のような Interreg諸事業の実施主体は，公的機関あるいは準公的機関（すなわち地域自治体，
大学・研究機関，職能養成機関）および民間団体・企業（商工会議所，輸送機関等）である。このプ
ログラムに特徴的なことであるが，レマン州とフランス側との協力事業の策定には，フランス・ジュ
ネーヴ地域委員会（CRFG）が大きな役割を果たしていた。この CRFGは，１９７３年にジュネーヴ州，
アン県，オート・サヴォワ県に跨がる諸問題を解決するために設立されたフランス・スイス合同会議
（Commission mixte franco−suisse）の研究機関として１９７４年設立され，活動している。現在の CRFG
には「文化，教育，スポーツ」委員会，「国境地域住民，経済」（経済・雇用）委員会，「環境，地域
整備」委員会，「輸送，安全」委員会という４つの下部委員会が設けられ，諸問題の研究や諸事業を
組織している１０。この CRFGは Interregの外部で独自に活動しているが，フランス・ベルギー間の
COPITのように１１，同委員会で検討した事業を Interreg事業として潜在的事業推進者に提案してい
８ “tourisme doux”は tourisme en espace rural（田舎への旅行）と同義であるとされるが，一般に移動は個人的に行う
が，宿泊施設，食事，余暇活動等が農村地域で提供されるような旅行を指す。
９ Cf., http : //www.geneve.ch/rectangle_dor/projet.html.
１０ Cf., http : //www.geneve.ch/DicoTrans/LettreC/crfg.asp
１１ COPITについては清水（２００５）を参照されたい。
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る。たとえば，上記の「黄金の長方形」事業やジュネーヴを中心としたメトロ東西線等の交通網の整
備に関する研究は，CRFGの提案した事業が EU予算を得て Interreg事業として進められているもの
である。
ローヌ・アルプ・プログラムは，１９９０～１９９３年の Interreg Iの時期からスイス側が参加し，Interreg II
プログラムのガバナンスは，Interreg Iの時期の管理・運営上の問題を考慮して整備されていた。すな
わち，Interreg I時には，フランス側とスイス側は Interregプログラムを共同管理することはなく，そ
れぞれの地域が独自の事業計画を作成し，フォロー委員会がこれを形式的に Interreg事業として承認
していたために，国境を越えた地域間協力事業は CRFGが活動していたジュネーヴ地域に限られて
いた。Interreg IIでは，最初から協力関係の発展が強く意識され，フランス・スイス共同の事業計画
の作成および事業のフォローが行なわれるようになった。この Interreg IIAプログラムのガバナンス
は，合同作業グループ（Groupe mixte de travail），および合同フォロー委員会（Comité mixte de suivi）
が担った。合同作業グループの役割は，資金助成申請書の説明，提出された事業計画の予備審査リス
トの作成，事業の事前及び中間評価のフォローである。また，合同フォロー委員会の役割は，ロー
ヌ・アルプ・プログラムの進展状況のフォロー，事業活動の選定基準の作成，事業計画の検討，Interreg
プログラムの広報・促進活動であった１２。なお，Interreg予算の管理については，『事後評価報告書』
は担当機関を明記していないが，ジュラ・プログラムと同様に，フランス側はローヌ・アルプ・レ
ジョンの SGARであり，スイス側は OFIAMTであったと思われる。
Interreg事業の選定と管理は以下のように行なわれていた。まず事業策定計画が合同作業グループ
に提出されると，作業グループは計画が Interregプログラムの趣旨に合致しているかどうかの事前審
査を行う。事前審査をパスした策定計画については Interreg資金の助成金交付申請書が作業グループ
に提出される。Interreg事業として選ばれる可能性のある申請書はフォロー委員会に提出され，同委
員会が採用するか否かの決定を行うことになる。
さて，このローヌ・アルプ・プログラムについて『事後評価報告書』（LRDP，２００３b）は以下の諸
問題を指摘している。第１に，合同フォロー委員会は，上述のようにフランス側代表とスイス側代表
で構成され，共同で運営されていたが，問題はフランス側にあった。すなわち，スイス側代表は３州
の代表と連邦政府代表１名で構成され，「常に共同行動」をとっていたのに対して，フランス側代表
は２プレフェクチュール（地域における政府の代理機関），ローヌ・アルプ・レジョン代表，２県の
コンセイユ・ジェネラル代表，および SGARで構成され，政策や方針に統一性・一貫性が欠けてい
た。第２に，事業計画の受け入れに関して，スイス側では CRFGのような越境協力機関に参加した
代表者が唯一の窓口になっていたが，フランス側ではそのような統一的窓口が存在せず，潜在的な事
業推進者に対する Interregプログラムの広報が十分に行なわれなかった。第３に，予算管理について
は，スイス側では州が Interreg資金を直接管理するために資金配分が迅速に行なわれていたのに対し
て，フランス側では EUの構造基金がまず関係官庁に渡り，ついで各レジョンに配分され，レジョン
１２ このほかに，フランス側のローヌ・アルプ・レジョンと２県，スイス側の３州のそれぞれは EUプログラム全般
（Interreg，目標２および５b，Leader,Equal等）に関わる技術チームをもち，プログラムの管理運営に参画していたよ
うである（LRDP，２００３b，p．１０９）。
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の SGARが管理したために，支払い手続が複雑で時間がかかるという問題が存在した。第４に，孤
立状態の解消の分野の事業は少なく，フランス～ヴォー～ジュネーヴ地域の交通網の整備に関する研
究が行なわれたにすぎなかったが，その原因は，Interreg資金に関してスイス連邦政府が１９９５年９月
５日の政令によって建設計画や商業目的の事業計画に対する資金援助を行わない方針を定めたため
に，インフラストラクチャーへの投資を行なうことができなかったことにあった。このように，Interreg
資金の使用に関する両国の考えの違いが，事業展開の制約となっていた１３。第５に，両国間の法・制
度の相違が協力事業を困難にしたケースも多く指摘されている。クロスボーダー地域の中小企業支援
としての企業間協力やジョイントベンチャー作りは，両国間の法・行政制度の相違，事業計画の申請
手続きの煩雑さ，信頼関係の欠如，行政側の期待と企業側の期待の齟齬のためにほとんど進まなかっ
た１４。第６に，極めて限定された人々を対象にした事業もまた問題になっていた。たとえば，フラン
ス・スイス両国において通用する法学 DEA（Diplôme d’étude approfondieで，修士号相当の学位）と
してフランス・スイス比較法学 DEAが創設されたが，これは２０名程度の法学者を対象とした限定さ
れた事業であり，国境を越えた事業展開に関する対企業家教育事業と同様に，評価は低かった。この
教育分野では，女性観光ガイドの養成事業が成功例であるとされているが，これも対象地域住民約１００
万人中のわずか１０～２０名を対象とした極めて限定された事業であった。
以上の諸問題が存在したとはいえ，ローヌ・アルプ・プログラムは Interreg I時に比べてプログラ
ムの共同管理に見るようにフランス・スイス間の協力関係が発展し，Interreg資金が交付された諸事
業も，Interreg IIIAに継承されたものもあれば，Interregプログラムを離れた協力事業として継続され
ているのものあり，『事後評価報告書』はこの点にローヌ・アルプ・プログラムの「付加価値」を認
めていた（LRDP，２００３b，p．１１２－１１３）。
３．３ Interreg IIA から Interreg IIIA へ
フランスとスイスとの間の Interregプログラムは，Interreg IIAの各プログラムの問題点として指摘
したガバナンス上の問題に加えて，EU加盟国であるフランスと EU外のスイスとの間の国境を越え
た地域間協力事業であるという性格に由来する固有の問題をもっている。
Interreg IIAについては，欧州委員会が明確なガイドラインを定めなかったために，プログラムの
ガバナンス構造は Interreg I時の構造と大差はなく，また国境を挟む国々に固有の行政制度に依存す
ることから，ガバナンス構造は多様であったことが指摘されている（LRDP，２００３a，p．８３）。多くの
Interreg IIAプログラムでは，フォロー委員会（Comité de suivi, Monitoring Committee）と運営委員会
（Steering Committeeであるが，名称は地域によって多様）という，並行する２つの委員会によって
１３ この問題を巡る１つのエピソードは，レマン湖上のゴミを堰き止め収集するための浮動堰の設置であった。スイス側
は浮動堰がインフラストラクチャであるとして設置に反対したが，フランス側は，浮動堰は移動・撤去可能であるから
インフラストラクチャではないと主張し，結局はフランス側の主張が認められ，浮動堰が設置された（LRDP，２００３b,
p．１０７，脚注１３）。
１４ この分野では，レマン商工会議所連合が進めた「レマン経済行動」事業がある。これは，レマン盆地の企業間での国
境を越えたパートナーシップ作りを目的としたものであった。
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諸事業が管理・運営されていた。またすべてのプログラムにおいて観察された管理機能は，パート
ナーシップに基づく戦略決定（フォロー委員会），プログラムの日常的な管理・運営（プログラム書
記局機能），事業計画の評価・選定および事業推進者に対する技術的支援，そして Interreg資金管理
であった（ibid.）。ジュラ・プログラムでは運営委員会（フランス・スイス共同運営委員会）と技術
的支援委員会（CTP）が設置されていたが，ローヌ・アルプ・プログラムでは運営委員会（合同作業
グループ）のみであり，事実上，技術的支援を担当した機関は存在しなかった。
Interreg資金については，フランス側の資金は EUの構造基金（FEDER, FSE, FEOGA），公的資金
（政府，レジョン，県等）および私的資金からなるが，スイス側の資金は連邦政府および州が拠出し
た公的資金と私的資金のみであり，しかも資金はそれぞれ別々に管理されていた。これは，EU外の
国に対して EUの構造基金が配分されない以上，「もっとも現実的な解決」であったとされているが
（LRDP，２００３a，p．９７）１５，両国間で協力事業を進めるうえでは大きな制約となる。事実，『事後評価
報告書』では，「プログラム資金の分散管理が事業レベルにおける本当の共同の戦略的オペレーショ
ンを進めるうえでの真の障害」となった例としてローヌ・アルプ・プログラムをあげている
（ibid.）。
プログラムの管理運営上のこのような問題を解決するために，EC委員会はガバナンス構造を明示
し，管理機関（autorité de gestion），財務局（autorité de paiment），共同書記局（secrétariat technique
conjoint），フォロー委員会（comité de suivi），および運営委員会（comité de pilotage）を設置するよう
に要求した。その場合，プログラム運営上の統一性と，パートナーシップに基づく真の共同事業の発
展のために，各機関は１機関のみとし，運営委員会については必要ならば複数設置しても良いとして
いた（Commission des Communautés Européennes，２０００，p．１１）。
このようなガバナンス構造の整備に加えて，Interreg IIIAフランス・スイス・プログラムの準備過
程において特に重視された問題が以下の２点であった。すなわち，（１）プログラムを活性化するた
めの機関を改善する必要，および（２）プログラム管理面で手続きを迅速化する必要であった。
（１）について，フランス側では，プログラムを活性化する支援チームがジュラ地域とレマン地域
に設置され，スイス側でもプログラム参加州のすべてに Interreg担当チームが設けられた。これらの
チームの役割は，事業計画の作成・提出段階においてオペレーター（事業主体）による「目的が明確
な，完成された事業計画書」の作成をサポートすること，および事業計画の作成時に遵守すべき諸条
件に関する情報をオペレーターに提供することである。Interreg事業が活性化するかどうかは，この
ような支援チームの活動にかかっているといえる１６。（２）に関しては，Interreg資金の交付申請手続
きの簡素化や資金の交付までの期間の短縮，フランス側とスイス側での事業計画の採択基準の調整が
行なわれた。フランス側では，事業計画の採用に際して，オペレーターに対する公的資金の交付
１５ 同じ EU外隣接国の場合でも東欧・中央アジア諸国に対しては PHARE（東側諸国経済の再編＝市場経済化のための
支援）や TACIS（旧ソ連を構成していた諸国の経済改革を支援）による資金援助があるが，Interreg資金と PHARE / TACIS
資金との結合は禁止されている。
１６ このような支援チームの役割については，筆者によるインタビューに対するフランス・ワロン・サブプログラム支援
チームの説明（清水，２００５，p．４８）を参照されたい。
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（cofinancement）があらかじめ決定されていることを条件としていたために，事業計画の作成者に
とってこのことが障害となっていた。そのため，フランス政府は２００２年に構造基金の管理の簡素化を
行ない，公的資金の交付の決定という条件を外した。結果として，事業計画が Interreg事業として採
択されたことが担保となって，自治体からの公的資金の交付を受けられるようになった。Interreg資
金の交付までの期間の短縮については，資金の管理機関を国庫から預金供託金庫に変更し，そのこと
によって大幅な期間短縮が可能となった１７。
４．フランス・スイス間の Interreg IIIA：２０００～２００６年
Interreg IIIAの実施プログラムは，上記のような管理運営機構の整備を行うと共に，１国境１プロ
グラムという EC委員会の定めた原則（Commission des Communautés Européennes, 2000）に基づいて
対象地域の再編を行なった。すなわち，Interreg IIA時の２つのプログラムを統一してフランス・ス
イス・プログラムとし，その下にジュラ・サブプログラムとレマン・サブプログラムを組織したので
ある。また，プログラムの主要目標を「トランスボーダー地域の整備のための協力事業を発展させ
る」（Axe１），「自然・文化・観光資源および歴史資産を活用して協力地域の魅力を高める」（Axe
２），および「雇用・職能教育分野での交流を促進し，経済環境を改善する」（Axe３）と定め，プロ
グラム全体の統括機関である管理局（Autorité de gestion）をフロンシュ・コンテ・レジョンに置い
た。ただし，Interreg IIIAフランス・スイス・プログラムが実際に動き始めるのは，EC委員会の指示
によって２００２年３月からであった。そのため，Interreg IIIAの『中間評価』（Evaluanda, 2003）が作成
された時点では，観光・文化領域の事業３９（EU基金からの予算の１３％相当）が採択されていたにす
ぎない。よって，事業そのものの検討は時期尚早であることから，以下では，『実施プログラム』
（Préfecture de Région Franche−Comté, 2001）および『中間評価』に基づいてフランス・スイス・プロ
グラムの基本的なガバナンス様式を中心に検討し，同プログラムの特徴と問題点を示すことにしよ
う。
４．１ ガバナンス構造
（１）決定機関
実施プログラム全体の監視・決定機関であるフォロー委員会（Comité de suivi）の構成員はフラン
ス側代表が１５名（２レジョンのプレフェとコンセイユ・レジョナル議長，５県のプレフェ１８とコンセ
イユ・ジェネラル議長，およびフロンシュ・コンテの財務局），スイス側代表９名（６州議会の代表
議員１９，連邦政府代表，レマンおよびジュラの地域書記局代表）である。また同委員会には準委員と
してフランス側から EU代表，ヨーロッパ議会議員，DATAR・内務省代表等１０数名の参加が認めら
１７ 国庫が管理していた Interreg IIの時期には，Interreg事業費の交付は，申請から４５日以上かかり，したがってそれまで
は事業主体が事業費を全額負担しなければならなかった（Evaluanda，２００３，p．９）。
１８ ただしドゥー県はプレフェではなく，SGAR（総書記局）が参加。
１９ ただしジュラ州では州政府閣僚が参加。
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れ，スイス側からもレマン地域商工会議所連合，農業団体代表，工芸団体代表等９名の参加が認めら
れている。フォロー委員会の議長はフロンシュ・コンテのプレフェとスイス諸州全体の代表が共同で
務める。そして運営委員会（Comité de pilotage）はサブプログラムの事業の選定を行なうが，委員会
の構成員はフォロー委員会と同じであり（準会員を除く），また会議資料の準備等の書記局業務は
SGARが担当している。
（２）管理機関
EU基金の管理および支払い機関はいずれもフランスの管轄に属す。管理局（Autorité de gestion）
はフロンシュ・コンテ・レジョンのプレフェであり，また支払い機関（財務局）は預金供託金庫が担
当している。これに対して，スイス側の Interreg資金の管理はジュラ地域においてはジュラ作業共同
体（Communauté de travail du Jura）のスイス側議長（ジュラ地域 Interreg地域書記局）が責任者であ
り，レマン地域においてはヴォー，ヴァレー，ジュネーヴの３州によって選ばれた代表者（ジュラ地
域 Interreg地域書記局）が責任を担っている。またスイス側の資金の支払い機関は SECO（Secrétariat
d’Etat à l’économie［連邦経済省経済事務局］）である。
（３）監督支援機関
EC委員会の要求する共同書記局（Secrétariat technique commun）の設置は，スイスが EU外の国で
あるという特殊な事情のために，他の地域のように行うことができなかった。つまり，スイスは FEDER
資金の配分を受けないことから，共同書記局のスタッフの維持費用を負担する義務はないというこ
図２：Interreg IIIAフランス・スイスにおける事業の選定プロセス
（出所）Préfecture de Région Franche−Comté（２００１），p．１０
１６３フランス・スイス国境地域における Interregプログラム
－３７－
と，さらに，運営会議による実施プログラムの一元的管理を受け入れてはいるものの，スイス側の
Interreg IIIについてはジュラ地域とレマン地域を分離した上で，両地域がそれぞれ独自に管理するこ
とを望んだという事情が存在した。このような特殊な事情のために，共同書記局に関しては以下のよ
うな措置がとられた。すなわち支援局（cellule d’appui）と，パートナー間ネットワークの設置であ
る。支援局は，管理局，EC委員会，運営委員会，フォロー委員会のために，財務データ追跡のコー
ディネーション，運営委員会・フォロー委員会の準備，委員会の決定事項の実施をフォロー，監査，
プログラムの活性化のためのコーディネーション，事業実施計画の検討，財務当局とのコーディネー
ション，EC委員会との連絡を担当する。この支援局は，スイスの特殊性を考慮して，ジュラとレマ
ン両地域の諸州選出の地域コーディネーターと連携しつつ，合議制に基づいてプログラムを推進して
いる。また，パートナー間ネットワークは，共同書記局を補完する機関であり，事業計画立案者の支
援，支援局と担当部門との間の仲介，支援局の進めるプログラム促進活動を地域に普及させる，と
いった役割を果たしている。他方，提出された事業計画案の Interreg事業としての適性と完成度を検
討し，運営委員会に評価を提出するのは指導委員会（Comités d’instruction）である。指導委員会はジュ
ラ地域とレマン地域のそれぞれに設置されるとともに，全地域を管轄する委員会（単一国境委員会）も
設置されている。ジュラ地域の指導委員会の構成員は，フランス側のフロンシュ・コンテ・レジョンおよ
び４県２０のプレフェクチュール，コンセイユ・レジョナル，コンセイユ・ジェネラル等２１と，スイス側
の４州およびジュラ地域書記局である。またレマン地域の指導委員会の構成員は，フランス側がロー
ヌ・アルプ・レジョンおよび２県のプレフェクチュールとコンセイユ・レジョナル，コンセイユ・ジェネ
ラル，等であり，スイス側が３州とレマン地域書記局である。そして単一国境委員会はこの両指導委員
会の構成員によって構成され，フランス側とスイス側が共同で議長を努めることになっている。
なお，事業計画立案から運営委員会による事業案の Interreg事業としての選定までの流れは，図２
のごとくである。
４．２ Interreg 予算と資金管理
Interreg IIIAフランス・スイス・プログラムのフランス側の総予算は４１４０万ユーロである。そのう
ち２０７０万ユーロ（総予算の５０％）は EUの構造基金 FEDERからの配分であり，残りはフランス国
家，レジョン，県，その他公的機関等による協調出資（Cofinancement）が１６５６万ユーロ（総予算の
４０％）２２，また事業主体自身の負担が４１４万ユーロ（総予算の１０％）であった。またスイス側の総予算
は１４６０万ユーロであり，スイス連邦の出資分は５１１万ユーロ（７６７万スイス・フランで総予算の３５％）
であった。スイス側の残りの額は，州，コミューヌ，民間による協調出資と事業者の自己負担となる
予定であったが，詳細は不明である。
２０ Interreg IIAのジュラ・プログラムの３県の他にアン県が加わっている。
２１ 「等」とは，Commissariat de massifと，「計画書」に応じた指導機関（services instructeurs）であるが，これらがどの
ような行政機関であるのかは確認できていない。
２２ 国家，レジョン，県，その他公的機関の負担額は，それぞれ４１４万ユーロとされていた（Préfecture de Région Franche−
Comté，２００１，p．１１２）。
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表４：Interreg予算の負担割合，２００３年８月３１日時点
Interreg基金
協調出資（Cofinancement）
自己負担
公的資金 民間資金
フランス ４３％ ２３％ ３％ ３１％
スイス ３５％ ２５％ ８％ ３２％
（出所）Evaluanda，２００３，ｐ．４６－４７．
表５：協調出資（Cofinancement）の内訳（フランス）
国家 CR CG コミューヌ その他
ジュラ地域 ２０％ ４２％ １３％ ７％ １９％
レマン地域 ３７％ ２６％ ２９％ ２％ ６％
（出所）Evaluanda，２００３，ｐ．４８．
（注）CRはコンセイユ・レジョナル，CGはコンセイユ・ジェネラルである。また「その他」の多くは市町村である。
この Interreg事業資金の２００３年８月３１日までの負担額実績は表４のごとくであった。また，フラン
ス側の協調出資の内訳は，『中間評価』（Evaluanda，２００３）によれば，表５のごとくである２３。『中間
評価』が指摘しているように，協調出資の内訳は同じフランス内の地域であるとはいえ，ジュラ地域
とレマン地域では対照的な姿を示している。すなわち，出資割合で見るとジュラ地域では，レマン地
域に比べてレジョンとコミューヌのウエイトが高く（それぞれ４２％と７％），レマン地域では国家と
２県の出資割合が大きくなっている（国家３７％，アン県１４％，オート・サヴォワ県１５％）２４。この差
異は，主に，ジュラ地域とレマン地域がそれぞれのレジョンに占めるウエイトによる。ジュラ地域の
フロンシュ・コンテ・レジョンの４県は，ベルフォール，ドゥー，ジュラの３県が Interreg事業の対
象地域であり，また残るオート・サオーヌ県も隣接地域として Interreg事業に参加可能である。これ
に対して，レマン地域の２県（アン，オート・サヴォワ）を含むローヌ・アルプ・レジョンでは，こ
の２県に隣接するサヴォワ，イゼール，ローヌ（中心都市がリヨン）３県は Interreg事業に参加可能
であるが，南部のドローム（Drôme）県とアルデッシュ（Ardèche）県は対象外となっている（図１
参照）。しかも，この地域の Interregプログラムに対する隣接地域の参加は稀である。このようなレ
ジョンにおいて Interreg対象地域の占めるウエイトの相違が，レジョンの出資割合の差となって現わ
れているのである（Evaluanda，２００３，p．４９）。なお，フランス側の FEDER予算のジュラ地域とレマ
ン地域への配分は不明であるが，スイス連邦の Interreg資金は４０７万スイス・フランがジュラ地域，３６０
万スイス・フランがレマン地域に配分されている（Evaluanda，２００３，p．３）。
さて，個々の事業の総費用は，フランス側の出資額とスイス側の出資額の合計である（表６）。運
営員会は，各事業に対する両者の出資分それぞれの割合を７０～３０％の範囲に収まるように指示してい
２３ スイス側の協調出資の内訳に関してはスイス側のデータが示されていないために不明である（Evaluanda，２００３）。
２４ ジュラ地域の県（コンセイユ・ジェネラル）の出資割合はベルフォール県１％，ドゥー県９％，ジュラ県３％であっ
た（Evaluanda，２００３，p．４８）。
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るが，一部の例外２５を除いて出資割合は４０～６０％の範囲に収まっていた。フランス側の FEDER予算
とスイス連邦予算からの出資比率も同様に３９事業中２７事業は４０～６０％の範囲に収まっていた。また，
この範囲に収まらない事業の場合，出資割合の低い地域側の自治体等による協調出資によってバラン
スがとられていた（Evaluanda，２００３，p．５４－５５）。
ところで問題は，フランス・スイス・プログラムの Interreg基金（FEDER資金とスイス連邦資
金）が，EU内の地域間のプログラムの場合とは異なって，フランス側とスイス側でそれぞれ別々に
管理されていることである。単純化して言えば，Interreg事業はフランスとスイスの共同事業として
組織されているが，フランス側の事業費はフランス側の Interreg予算から支出され，スイス側の事業
費はスイス側の Interreg予算から支払われる。ところが，すでに示しておいたように，スイス側の予
算はフランス側の予算の約３５％，スイス連邦の出資額は FEDER予算の２５％程度であり，共同事業を
遂行する上で両地域が同じ額を支出しなければならないとすれば，『中間評価』以降に登場してくる
事業について，スイス側が資金不足に陥るのは明らかである。実際，２００３年７月段階で，フランス側
は FEDER予算の１３％を使用していたにすぎないが，スイス側はすでに連邦予算の４５％を支出してい
た（Evaluanda，２００３，p．５６，６２）。したがって，Interreg事業の費用については上述のように両地域の
負担割合を均等化しようという方針があるにせよ，場合によっては事業費のほとんどをフランス側が
負担するという事態の出現が避けられないと予測されている２６。この EU内地域と EU外地域との間
の Interreg事業のコスト負担と資金管理の問題は，Interreg IIの『事後評価報告書』が指摘していた問
題であるが（前述３．３），Interreg IIIAにおいても依然として解決されてはいない。
２５ 「時計製造国境横断職能養成」の２００２年事業と２００３年事業に対するフランス側の出資割合はそれぞれ７５％と７３％であ
り，この２事業は運営委員会の上限７０％を越えているにもかかわらず承認されたただ２つの例であったとされている。
ただ，この事業はこのような事情から FEDER予算とスイス連邦予算からの支援は行われなかった（Evaluanda，２００３，
p．５４－５５）。
２６ スイス側の連邦政府，州あるいは民間団体が出資額を増加するという道もあるが，『中間評価』はその可能性はな
く，Interreg IIの時と同じように，フランス側が１００％出資する事業が登場するという予測を行っている（Evaluanda，２００３，
p．５６）。
表６：Interreg事業予算の例 （単位：ユーロ）
事業名 フランス スイス 総額
地域間協定のフォローのための統計整備 ３８０，６９２ １，０１２，７２０ １，３９３，４１２
「黄金の長方形」開発計画 ３０１，７２８ ３３７，８１７ ６３９，５４５
ヨーロッパ越境会館 １７４，０５１ ８１，６３１ ２５５，６８２
サンジュリアン・ジュネーブ間公共交通の研究 ５９，７９０ ５９，７９０ １１９，５８０
農村観光開発に関する夏季大学 ８０，５００ ９０，５００ １７１，０００
オール・シャスロン山地域観光施設の開発 ８４，７２６ ８４，７２６ １６９，４５１
ラ・ジューニュ渓谷歴史街道の整備・宣伝 ５１，５００ ３５，１９０ ８６，６９０
フランス・スイス間ジュラ地域農村観光ネットワーク ５４，１７１ ７６，０００ １３０，１７１
フランス・スイス比較法学教育 ３３，３３３ ３３，３３３ ６６，６６６
（出所）http : //www.interreg3afch.org
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表７：フランス側の主要目標別，テーマ別事業費予算
Axe 総費用 FEDER 公的資金 民間資金 FEDER 公的資金 民間資金
テーマ （単位１０００ユーロ） 対総費用費
Ⅰ １１，２３８．５７ ５，６１９．７８ ４，９７８．２０ ６４１．５７ ５０％ ４４％ ６％
１ ４，５９１．８７ ２，２９５．９４ ２，０６６．３４ ２２９．５９ ５０％ ４５％ ５％
２ １，５９１．８７ ７９５．９４ ６３６．７５ １５９．１９ ５０％ ４０％ １０％
３ ５，０５５．８３ ２，５２７．９１ ２，２７５．１２ ２５２．７９ ５０％ ４５％ ５％
Ⅱ １６，３４６．１６ ８，１７３．０８ ５，８０３．２９ ２，３６９．７９ ５０％ ３６％ １４％
４ ７，７４９．２３ ３，８７４．６２ ３，０９９．６９ ７７４．９２ ５０％ ４０％ １０％
５ ２，８２３．８５ １，４１１．９３ ８３０．４８ ５８１．４５ ５０％ ２９％ ２１％
６ ４，３６１．１６ ２，１８０．５８ １，３０８．３５ ８７２．２３ ５０％ ３０％ ２０％
７ １，４１１．９２ ７０５．９６ ５６４．７７ １４１．１９ ５０％ ４０％ １０％
Ⅲ １２，０１８．２５ ６，００９．１３ ４，８０７．３０ １，２０１．８３ ５０％ ４０％ １０％
８ １，４６５．４７ ７３２．７４ ５８６．１９ １４６．５５ ５０％ ４０％ １０％
９ ６，０６５．４８ ３，０３２．７４ ２，４２６．１９ ６０６．５５ ５０％ ４０％ １０％
１０ ４，４８７．３０ ２，２４３．６５ １，７９４．９２ ４４８．７３ ５０％ ４０％ １０％
計 ３９，６０２．９８ １９，８０１．９９ １５，５８８．７９ ４，２１３．１９ ５０％ ３９％ １１％
（出所）Préfecture de Région Franche−Comté，２００４
『中間評価』はさらにフランス・スイス・プログラムが抱える固有の問題として n＋２問題を指摘
している。n＋２問題とは，単純化して言えば，構造基金の援助による事業については，事業の終了
年（n年）の２年後までに消化されなかった予算は自動的に没収されるという規則である（Conseil de
l’Union Européenne, 1999, Article 31）。ところで，フランス・スイス・プログラムが実施に移されたの
は，欧州委員会の指示によって２００２年３月からであった。そのため，２００１年に予定されていた事業の
FEDER予算１０７万ユーロは２００３年末までに消化されなければならなかったが，規則が文字通り適用さ
れれば，その全額が没収されることになる２７。さらに，２００３年予算についても FEDER資金の没収の
恐れが大きく，フランス側は事業者に対する FEDER資金の支払いを加速せざるを得なくなってい
る２８。ただし，FEDER資金の消化は，支払い手続の簡素化のみならず，事業そのものの予算規模と進
展状況に依存している。そのため，運営委員会は，フランス側の支出割合を増加２９させて FEDER資
金をインフラ投資に支出できるようにするとともに，各事業に対する FEDER資金の支出割合の上限
を高めるという対策をとるようになった。
２７ 『中間評価』（Evaluanda，２００３）が指摘したこの問題の帰結は現状では不明である。
２８ 事業者に対する FEDER資金の払い戻しは，２００３年度前半には月平均７万ユーロであったが，同年後半には１７万～２０
万ユーロを目標にするようになった（Evaluanda，２００３，p．６１）。
２９ こうした方針変更によって２００３年９月１２日に採用された「洪水対策」事業では，フランス側の事業費負担が９０％程度
になっている（Evaluanda，２００３，p．６１，脚注）。
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表８：Interreg IIIA，事業実績
Axe ２００３年８月 ２００６年３月
テーマ ジュラ レマン 計 計
Ⅰ ３ ４ ７ ２０
１ ０ ２ ２ ６
２ ３ １ ４ ６
３ ０ １ １ ８
Ⅱ １７ ５ ２２ ４８
４ ３ １ ４ １４
５ ７ ２ ９ １３
６ ７ ２ ９ １８
７ ０ ０ ０ ３
Ⅲ ７ ３ １０ ２８
８ ０ １ １ ３
９ ３ １ ４ １３
１０ ４ １ ５ １２
計 ２７ １２ ３９ ９６
（出所）２００３年については Evaluanda（２００３），２００６年については http : //
www.interreg3afch.org/projets.php.
４．３ Interreg 事業の現状
すでに述べたように，Interreg IIIAフランス・スイス・プログラムは３つの主要目標（Axe）を定
めているが，これらの目標に含まれる事業テーマ（mesures）は以下の通りである。
Axe１：トランスボーダー地域の整備のための協力事業を発展させる
テーマ１：地域整備における国境を越えた協力関係を強化すること。
テーマ２：日常生活，社会・協同生活の分野における協力関係を促進すること。
テーマ３：交通システムとテレコミュニケーション・システムを地域の要求に適合させるこ
と。
Axe２：自然・文化・観光資源及び歴史資産を活用して協力地域の魅力を高める
テーマ４：自然資産を保護・活用すること。
テーマ５：観光事業を強化・発展すること。
テーマ６：文化，歴史遺産，余暇の分野の協力事業を支援すること。
テーマ７：農林事業を強化し・永続化すること。
Axe３：雇用・職能教育分野での交流を促進し，経済環境を改善する
テーマ８：経済アクターにとっての環境を改善・発展させること。
テーマ９：高等教育，研究および技術移転に関する事業を支援すること。
テーマ１０：職能養成及び雇用に関して労働市場の要求に適合した事業を進めること。
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表９：事業主体マトリックス，２００３年
ス イ ス
合計
民間団体 公的機関 民間
????民間団体 ８ ３ ２ １３
公的機関 １４ ９ ２３
民間 ２ １ ２ ５
合計 ２４ １３ ４ ４１
（出所）Evaluanda（２００３），p．４４。
（注）この表では事業主体の組み合わせは４１であるのに対して，事業数は３９
であるが，Evaluanda（２００３）にはこの相違についての説明はない。
そして，主要目標および各テーマに対するフランス側の予算配分は表７のごとくであった。表に見
るように，フランス・スイス・プログラムの計画段階では，公的資金による協調出資以外に，民間資
金に対しても少なからざる貢献を期待していた。しかし，表４に示したように，２００３年段階では民間
資金の貢献分は事業費の３％程度にすぎなかった。他方，表４では事業者の自己負担が事業費の３１％
に達しているが，フランス側では事業主体に公的機関が多く（４１事業主体中２３－表９），これらの機
関の自己負担は表７の公的資金に含まれるものである。
ところで，２００３年８月３１日までに採用された Interreg事業の実績は表８のごとくである。事業数は
３９事業と少なく，したがって消化された FEDER予算もわずかに１３％に留まっている。フランス・ベ
ルギー国境地帯の同じ時期の事業数が１２７事業であり，FEDER予算の利用率も最も低調なサブプログ
ラムで４９％，フランス・ワロン・サブプログラムでは７８％（清水，２００５）であったことを考えると，
また Interreg IIAの時期の事業数に比べても（ジュラ地域１１３事業，レマン地域８２事業），フランス・
スイス・プログラムの事業展開は確かに停滞しているように見える。しかし，その原因はフランス・
スイス・プログラムが２００２年３月に開始されたことにあった。実際，２００３年以降には事業数が急増
し，２００６年３月段階では全体で９３事業が進められている３０。
２００３年段階で実施されていた事業は，全体として Axe２のテーマ５及び６，すなわち観光と文化の分
野に集中していた（全３９事業中１８）。地域別に見ると，ジュラ地域とレマン地域では，事業数で見る
かぎりジュラ地域はレマン地域の２倍近くの事業を行っているが，事業当たりの平均事業費を見る
と，ジュラ地域の２３万ユーロに対してレマン地域は４９万５千ユーロとジュラ地域の額の２倍以上で
あった（Evaluanda，２００３，p．４６）。したがって，ジュラ地域では小規模な事業が多いのに対して，レ
マン地域では相対的に少数ではあるが大規模な事業を進めていると言える。実際，ジュラ地域では２７
事業中２２事業が３５万ユーロ未満の事業であり，わずか３事業が６０万ユーロを越える事業であった（残
り２件は約３５万ユーロ）。これに対して，レマン地域では，３５万ユーロ未満の事業は４事業であり，９５
万ユーロ以上の事業が３件あった（残り５件は３５万ユーロから６５万ユーロ当たりに分布）。ただし，
こうした差異は一時的な現象でしかないと思われる。実際，Interreg IIA時の平均事業費はジュラ地
域が１７万７千ユーロ，レマン地域が１９万１千ユーロであって，両地域に大差はなかった。したがっ
３０ http : //www.interreg3afch.org/projets.phpによる。
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て，事業数の増加とともに『中間評価』が指摘した平均事業費の格差は解消する可能性が高い３１。
なお，２００３年段階における各事業の事業主体に関するフランス側とスイス側の組み合わせは表９の
ごとくである。この表によると，Interreg事業の主な担い手はフランス側では公的機関（全４１中２３）
であるが，スイス側ではむしろ民間団体（association）であり，公的機関は少ない。なお，民間の事
業主体もフランス側で５事業，スイス側で４事業に参加しているのが目につくが，民間事業主体の性
格は不明である。
５．結 論
本稿の対象であるフランスとスイスの国境地帯に関してみれば，３つの異なったタイプの地域の存
在を指摘できる。伊藤（２００３）の研究したバーゼル国境地帯では，１９８０年代に国境の意義が失われ，
実質的な経済圏が国境を越えて形成されていることが指摘されていた。しかし，本稿の対象地域であ
り，しかもバーゼル国境地帯に隣接するジュラ地域では，ジュラ山脈が障害となって歴史的にはフラ
ンス側とスイス側との間の交流は乏しく，Interreg IIAによって初めて相互交流が生れ，協力関係が
組織されるようになったと言える。他方，レマン地域はサヴォワ公国の歴史を共有する地域であり，
国境の意義が失われているとは言えないが，Interreg以前からフランス・スイス間で緊密な関係が存
在し，Interregによってさらなる地域間協力が発展しつつある。したがって，国境を挟んだ地域間協
力の創出と発展という観点からすると，Interregの役割は特にジュラ地域で大きいと思われる。Interreg
IIIAフランス・スイス・プログラムの管理局がフロンシュ・コンテ・レジョンに置かれたのもそのよ
うな事情を反映してのことであると思われる。
ところで，このフランス・スイス間の Interregは，EUと EU外の地域との間の Interregの中でも特
異なケースである。ヨーロッパとヨーロッパ外の地域との間の Interreg（例えばギリシャと周辺の東
欧諸国やトルコとの間の Interreg）とは異なって，スイスはヨーロッパ内の EU外地域であり，しか
も国境を挟んだフランス側地域とスイス側地域で共通の言語・文化・歴史が存在し，越境地域間協力
は比較的容易であるように思われる。しかし，スイスは EUへの加盟を拒否した EU外の国であるこ
とに変わりはない。したがって，本稿が指摘したように，Interreg資金についてフランス側とスイス
側で別々の管理運営が行われ，しかも利用可能な資金の額に大きな差があるといった問題が存在す
る。Interreg IIAの『事後評価報告書』が指摘していたように，この資金の管理運営問題が障害と
なっている以上，Interreg事業の発展のためには解決が望まれようが，Interreg IIIAにおいても依然と
して問題は解決されていない。これは，単にフランスとスイスの国境地帯だけの問題ではなく，スイ
スを取り巻く EU諸国（ドイツ，オーストリア，イタリア）とスイスとの間の Interregプログラムに
共通する問題であり，EUとスイスとの間の関係が進化しないかぎり，解決できない問題であると思
われる。とはいえ，スイス側の Interregへの参加がフランス国境に接するフランス語圏諸州の意志に
よって決定されたように，Interreg事業によって，スイスと EU諸国の間では国家レベルでの統合は
３１ ２００６年段階の両地域における事業費の分析は行われておらず，実態は把握できていない。
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なくとも，地域間での連携は深まっていくものと思われる。
［付記］本稿は，平成１４年度～平成１７年度科学研究費補助金助成共同研究『国境を越える地域経済
ガバナンス－EU諸地域の先行例を中心とした研究』（基盤研究（A），課題番号１４２５２００７，研究代表
者：若森章孝）に関連して行った研究の副産物である。筆者の１人である清水は，同共同研究におい
てフランス・ベルギー国境地域における Interreg事業の調査研究を担当していたが（研究成果は清
水，２００６），石田がスイス経済の研究を行っていたことから共同でフランス・スイス間の Interreg事
業の研究をも進めた。残念ながら時間の関係から本稿を上記共同研究の研究成果報告書に収めること
ができなかったことから，独立の研究論文として公表することにした次第である。
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Interreg Programs in the French and Swiss Border Regions
Koichi Shimizu・Satoko Ishida
The Community initiative Interreg Program of the European Union (EU) started aiming at cooperation in the
European regions where countries share their borders. The establishment of the EU had brought the free
circulation of people, goods and capitals among its member countries, and the Shengen agreement abolished the
border inspection between its signatory countries. However the borders still exist in people living in the border
regions. Then came the Interreg program. It was developed in order to promote cross−border communications
and cooperation. This paper explains the current state of cross−border cooperation and problems by taking the
border regions between the France and the Swiss as an example of cross−border cooperation between a member
country and a non−member country of the EU.
The border area is comprised of the Jura region and the Genevese region. People in the former region speak
the same language, French, but being separated by the border without any communication before the Interreg
program. As for the latter region, cooperation relationships had existed between people living there before the
program, because of such factors : the common history both people share, the metropolitan area stretching over
both sides−Genève and Annemasse−, and the existence of thousands commuters who go to work everyday from
French region to Swiss region.
Our analysis shows that the France−Swiss Interreg program has been contributing to the opening of the
border and the promotion of the communication and mutual understanding between the cross−border regions. It
also illustrates persistent financial problems that exist in the regions. The revision of the Interreg IIA program
for the Interreg IIIA corrected many administrative problems, but not the financial problems. The Interreg
budgets are managed separately by each side of the border. The French regions receive the financial assistance
from the European Regional Development Fund, whereas the budget of the Swiss regions is only covered by the
Swiss Confederation government. It leads to a big asymmetry in the financial situation between them, which
might be a major constraint in promoting further cross−border cooperation.
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